
○農業委員会等の見直し

№ 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管省庁

1
選挙・選任方法の見直
し

農業委員会の使命を的確に果たすことのできる適
切な人物が透明なプロセスを経て確実に委員に就
任するようにするため、選挙制度を廃止するととも
に、議会推薦・団体推薦による選任制度も廃止し、
市町村議会の同意を要件とする市町村長の選任委
員に一元化する。その際、事前に地域からの推薦・
公募等を行えることとする。これに伴い、市町村長
は、農業委員の過半は認定農業者の中から選任
し、また、利害関係がなく公正に判断できる者を必ず
入れることとする。
また、機動的な対応を可能とするため、農業委員は
現行の半分程度の規模にする。
さらに、女性・青年農業委員を積極的に登用する。
なお、委員にはその職務の的確な遂行を前提として
ふさわしい報酬を支払うよう報酬水準の引上げを検
討するものとする。

平成26年度検
討・結論、法律上
の措置が必要な
ものは次期通常
国会に関連法案
の提出を目指す

農林水産省

2
農業委員会の事務局
の強化

農業委員会の事務局については、複数の市町村に
よる事務局の共同設置や事務局員の人事サイクル
の長期化の実施などにより業務の円滑な実施がで
きるよう体制を強化する。

平成26年度検
討・結論、平成27
年度措置

農林水産省

3
農地利用最適化推進
委員の新設

農業委員会の指揮の下で、担い手への集積・集約
化、耕作放棄地の発生防止・解消、新規参入の促進
など各地域における農地利用の最適化や担い手の
育成・発展の支援を推進する農地利用最適化推進
委員（仮称）の設置を法定化する。
なお、農地利用最適化推進委員は、農業委員会が
選任することとし、その際事前に地域からの推薦・公
募等を行えるようにする。農地利用最適化推進委員
は、地域の実情に応じて必要数を選任し、報酬は、
市町村ごとに一定のルールの枠内で支給することを
検討する。

平成26年度検
討・結論、法律上
の措置が必要な
ものは次期通常
国会に関連法案
の提出を目指す

農林水産省

4
都道府県農業会議・全
国農業会議所制度の
見直し

農業委員会の見直しに併せて、都道府県農業会
議、全国農業会議所については、農業委員会ネット
ワークとして、その役割を見直し、農業委員会の連
絡・調整、農業委員会の業務の効率化・質の向上に
資する事業、農地利用最適化の優良事例の横展
開、法人化の推進、法人経営等担い手の組織化及
びその経営発展の支援、新規参入の支援等を行う
法人として、都道府県・国が法律上指定する制度に
移行する。

平成26年度検
討・結論、法律上
の措置が必要な
ものは次期通常
国会に関連法案
の提出を目指す

農林水産省

5 情報公開等

農業委員会は、その業務の執行状況を農業者等の
関係者に分かりやすくタイムリーに情報発信するも
のとする。
また、農業委員会は、農地の利用状況調査を毎年、
確実に行い、農地ごとにその利用状況を公表する。
農林水産省及び都道府県農政部局は、農業委員会
の業務の執行状況に関する情報公開を行い、農業
委員会に対する適切な助言、支援等を行う。

平成26年度検
討・結論、平成27
年度措置

農林水産省
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6 遊休農地対策

農業委員会は、農地の利用関係の調整、農地中間
管理権の取得に関する協議の勧告等の業務を着実
に実施するものとするほか、農地中間管理機構が必
要に応じて農業委員会に対して利用意向調査の実
施を促す仕組みをつくる。

平成26年度検
討・結論、平成27
年度措置

農林水産省

7 違反転用への対応

優良農地の確保の業務を強化することとし、違反転
用事案について、権限を有する都道府県知事又は
農林水産大臣に対して農業委員会が権限行使を求
めることができる仕組みをつくる。

平成26年度検
討・結論、平成27
年度措置

農林水産省

8
行政庁への建議等の
業務の見直し

農業及び農民に関する事項についての意見公表、
行政庁への建議等の業務は、農業委員会等に関す
る法律に基づく業務から除外する。

平成26年度検
討・結論、法律上
の措置が必要な
ものは次期通常
国会に関連法案
の提出を目指す

農林水産省

9 転用制度の見直し
植物工場、販売加工施設など農業の６次産業化・成
長産業化に資する農地の転用について、より円滑な
転用を可能とする観点から見直しを行う。

平成26年度検
討・結論、平成27
年度措置

農林水産省

10
転用利益の地域の農
業への還元

農地流動化の阻害要因となる転用期待を抑制する
観点から、転用利益の地域農業への還元等、公平
で実効性のある方策について中長期的に検討を進
める。

平成26年度検討
開始

農林水産省
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1
農地情報公開システム
の機能向上

各農業委員会で整備している農地情報公開システ
ムの一元化に際しては、引き続き農地中間管理機
構等のシステム利用者等との協議を通じてそのニー
ズを把握した上で、利便性・効率性を更に向上させ
るとともに、現況に基づく最新の農地情報（耕作者ご
との整理番号、遊休農地の措置の実施状況、貸付
けに関する所有者の意向等）をより速やかに反映で
きるシステムを構築し、運用を開始する。

平成27年度検討
開始、平成28年
度措置

農林水産省
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